
 

（様式１－３） 

東松島市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和 3年 3月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 127 事業名 漁港施設地盤隆起対策事業（直接補助分） 事業番号 C-6-4 

交付団体 東松島市 事業実施主体（直接/間接） 東松島市(直接) 

総交付対象事業費 22,000（千円） 

0（千円） 

全体事業費 239,050（千円） 

217,050（千円） 

事業概要 

事業実施漁港名：東名漁港、里浜漁港 

東日本大震災による地震動の影響で、広域的に地盤が沈下している。その一方、８年が経過していく

中で沈下した地盤の隆起が継続して確認されており、復旧した施設の水産物の陸揚げや船揚げ、避難

時の安全確保に支障が生じているため、その対策に必要な設計業務及び工事を行うもの。 

＜第 28 回申請＞ 

事業完了年度を令和２年度から令和３年度へ延伸するもの。 

 

＜今回申請＞ 

令和 3年 2月 13 日に発生した福島県沖地震の影響により、里浜漁港船揚場工事で設置していた仮設

道路が崩落したため、復旧費用を申請するもの。 

 

（事業間流用による経費の変更）（平成 31 年 1 月 11 日） 

調査費として、◆C-6-2-3 浜市漁港堆積土砂撤去事業より 99 千円（国費：H25 当初 74 千円）、C-6-3 大浜漁

港静穏度対策事業より 20,715 千円（国費：H27 当初（繰越）15,536 千円）、☆F-1-1-1 漁業集落復興効果促

進事業より 8,811 千円（国費：H23 補正（繰越）6,608 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 0 千

円（国費：0 千円）から 29,625 千円（国費：22,218 千円）に増額。 

 

（事業間流用による経費の変更）（令和元年 10 月 7 日） 

工事費として、◆C-6-2-3 浜市漁港堆積土砂撤去事業、☆F-1-1-1 漁業集落復興効果促進事業より 187,425

千円（国費：H25 当初 1 千円、H23 補正（繰越）140,567 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 29,625

千円（国費：22,218 千円）から 217,050 千円（国費：162,786 千円）に増額。 

 

当面の事業概要 

＜令和元年度 第 23 回申請＞ 東名漁港、里浜漁港：設計業務 １式 

＜令和元年度～令和３年度＞ 

東名漁港、里浜漁港：対策工事（東名漁港物揚場 L=157m、里浜漁港船揚場 L=40m） 

東日本大震災の被害との関係 

 地震及び津波の影響により、東名漁港において７８ｃｍ、里浜漁港においては７２ｃｍの沈下が発

生した。その後、災害復旧事業により各施設の復旧が完了したが、震災から８年が経過し地殻に変動が

生じた結果、東名漁港においては２１ｃｍ、里浜漁港においては２５ｃｍの隆起が発生している。その

ことから、東名漁港物揚場では船底が海底にある被覆石に接触し、また、里浜漁港船揚場では、船揚げ

に支障をきたしており、漁業の本格的な復興を進める上で、地盤隆起対策が急務である。 

関連する災害復旧事業の概要 

東名漁港災害復旧 6 施設 C=1,841,561 千円 

 査定番号 8751 号（-1.5M,-2.0M 物揚場、護岸）258,115 千円、査定番号 8752 号（防波堤）194,994

千円、査定番号 8753 号（I 護岸）58,414 千円、査定番号 8754 号 東名船揚場 71,367 千円、査定

番号 8755 号（東名漁業用道路）22,046 千円、査定番号 8781 号（護岸）1,236,625 千円 

里浜漁港災害復旧 6 施設 C=505,136 千円 

 査定番号 8701 号（北護岸、里浜護岸、中護岸）101,047 千円、査定番号 8702 号（中護岸）20,611 千

円、査定番号 8704 号（北防波堤）57,368 千円、査定番号 8705 号（里浜船揚場）110,477 千円、査定

番号 8706 号（北物揚場、南物揚場）201,753 千円、査定番号 8707 号（里深海線）13,880 千円 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 



 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

  

 


